
 

 

 

令和８年度 

 

大治町下水道事業会計予算書 



 



議案第９号 

 

   令和８年度大治町下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和８年度大治町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）接 続 戸 数                ２，５１６戸 

 （２）年 間 総 排 水 量              ６８４，０９５㎥ 

 （３）一 日 平 均 排 水 量                １，８７４㎥ 

 （４）主要な建設改良事業 

    １．管きょ整備工事               ２１，０００千円 

    ２．日光川下流流域下水道事業建設負担金     ２０，１６３千円 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

 第１款 下水道事業収益               ３９２，６７３千円 

  第１項  営 業 収 益                ８７，０５３千円 

  第２項  営業外収益               ３０５，６２０千円 

支   出 

 第１款 下水道事業費用               ３６８，７１９千円 

  第１項  営 業 費 用               ３１９，４７７千円 

  第２項  営業外費用                ４９，２４２千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額１１３，０３９千円は、過年度消費税資本的収支調整額１６，１８

７千円、過年度損益勘定留保資金８９，４４１千円及び当年度消費税資本的収支調整額７，

４１１千円で補てんするものとする。）。 

収   入 

 第１款 資 本 的 収 入               ２１９，６８４千円 

  第１項  企 業 債               １２１，９００千円 

  第２項  負 担 金                ２０，８７１千円 

  第３項  国庫補助金                ４６，２７０千円 

  第４項  県費補助金                   ２１０千円 

  第５項  他会計補助金                ３０，４３３千円 

支   出 

 第１款 資 本 的 支 出               ３３２，７２３千円 

  第１項  建設改良費               １９０，１２１千円 

  第２項  企業債償還金               １４２，６０２千円 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 
限度額 
（千円） 

起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道事業 101,800 

証書借入 

5.0%以内 

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について、利率の見

直しを行った後にお

いては、当該利率見

直し後の利率） 

融資先の条件によ

る。ただし、町財政

の都合により、据置

期間及び償還期間

を短縮し、又は繰上

償還若しくは、低利

に借換えすること

ができる。 
流域下水道事業 20,100 

計 121,900    
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

 （１）予定支出の各項の経費及び各項の間の経費 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

 （１）職員給与費                     ５８，９４２千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、  

９９，５０３千円である。 

 

  令和８年３月４日提出  

 

大治町長 鈴  木  康  友 
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予 算 に 関 す る 説 明 書 

 



(単位：千円)

予定額

１．下水道事業収益 392,673

１．営 業 収 益 87,053

１．下 水 道 使 用 料 86,933

２．その他営業収益 120

２．営 業 外 収 益 305,620

１．他 会 計 負 担 金 147,897

２．他 会 計 補 助 金 69,070

３．消 費 税 及 び 6,224

地方消費税還付金

４．長期前受金戻入 82,427

５．雑 収 益 2

(単位：千円)

予定額

１．下水道事業費用 368,719

１．営 業 費 用 319,477

１．管 き ょ 維 持 費 7,813

２．総 係 費 64,428

３．流 域 下 水 道 86,451

維持管理費負担金

４．減 価 償 却 費 160,785

２．営 業 外 費 用 49,242

１．支 払 利 息 49,242

 収　　入

 支　　出

款 項 目 備考

令和８年度  大治町下水道事業会計予算実施計画

収  益  的  収  入  及  び  支  出

款 項 目 備考
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(単位：千円)

予定額

１．資 本 的 収 入 219,684

１．企 業 債 121,900

１．企 業 債 121,900

２．負 担 金 20,871

１．受 益 者 負 担 金 4,533

２．他 会 計 負 担 金 16,338

３．国 庫 補 助 金 46,270

１．国 庫 補 助 金 46,270

４．県 費 補 助 金 210

１．県 費 補 助 金 210

５．他 会 計 補 助 金 30,433

１．一般会計補助金 30,433

(単位：千円)

予定額

１．資 本 的 支 出 332,723

１．建 設 改 良 費 190,121

１．公共下水道事業費 169,958

２．流 域 下 水 道 20,163

建 設 負 担 金

２．企 業 債 償 還 金 142,602

１．企 業 債 償 還 金 142,602

款 項 目 備考

款 項 目 備考

 支　　出

資　本　的　収　入  及  び  支  出
 収　　入
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 16,731

減価償却費 160,785

賞与引当金の増減額（減少は△） △ 1,332

貸倒引当金の増減額（減少は△） △ 5

長期前受金戻入額 △ 82,427

支払利息 49,242

未収金の増減額（増加は△） △ 1,118

その他流動資産の増減額（増加は△） 9,052

未払金の増減額（減少は△） 7,253

小計 158,181

利息の支払額 △ 49,242

業務活動によるキャッシュ・フロー 108,939

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 209,560

無形固定資産の取得による支出 △ 18,330

国庫補助金等による収入 42,255

受益者負担金の受入れによる収入 4,121

一般会計からの繰入金による収入 43,058

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 138,456

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 121,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 138,826

その他の企業債の償還による支出 △ 3,776

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 20,702

４ 資金増加(減少)額 △ 50,219

５ 資金期首残高 295,964

６ 資金期末残高 245,745

令和８年度大治町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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１　総括

(注)（）内は短時間勤務職員を別掲

（１）会計年度任用職員以外の職員

(注)（）内は短時間勤務職員を別掲

前　年　度

本　年　度

区　　分

比　　　較

前　年　度

本　年　度

221 △ 6,097

職　員
手当等の
内　訳

区　　分

比　　　較

12,754 65,039

比　較 △ 2 (1) △ 160 △ 2,742 △ 3,416 △ 6,318

12,975 58,942

前年度 8 (1) 2,074 28,762 21,449 52,285

（千円） （千円）

本年度 6 (2) 1,914 26,020 18,033 45,967

給　料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

給 与 費 明 細 書

区　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

特別職 一般職 報　酬

区　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

特別職 一般職 報　酬 給　料 手 当 等

43,324

計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

49,471

（千円） （千円）

本年度 6 (1) 26,020 17,304

△ 6,147

12,545 55,869

前年度 8 28,762 20,709

休日勤務
手当

12,250 61,721

比　較 △ 2 (1) △ 2,742 △ 3,405

（千円）

295 △ 5,852

職　員
手当等の
内　訳

区　　分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

時間外勤務
手当

2,177 672 838 925

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10

前　年　度 36 2,080 1,002 1,023 771 10

本　年　度 468

比　　　較 432 97 △ 330 △ 185 154 0

区　　分
管理職手当 期末手当 勤勉手当

賞与引当金
繰入額

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 714 3,875 3,178 4,297 150

前　年　度 898 4,451 3,593 6,665 180

比　　　較 △ 184 △ 576 △ 415 △ 2,368 △ 30
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（２）会計年度任用職員

２　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

一　般　職 報　酬 給　料

2,643

手 当 等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

2,814

（千円） （千円）

本年度 (1) 1,914 0 729

△ 171

430 3,073

前年度 (1) 2,074 0 740 504 3,318

比　較 (0) △ 160 0 △ 11 △ 74 △ 245

職　員
手当の
内　訳

区　　分
期末手当

（会計年度）
勤勉手当

（会計年度）

333

（千円） （千円）

前　年　度 402 338

本　年　度 396

（千円）

（ ）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する
職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員を別掲

比　　　較 △ 6 △ 5

昇給に伴う
増  加  分

151 平均昇給率　　0.88%

区分
増 減 額 増減事由別内訳

説　明 備　考
（千円）

その他の
増 減 分

△ 3,864 人事異動に伴う減額

給　料 △ 2,742

給与改定に
伴う増減分

641

　　　　給与改定の状況
　　　　給与改定率　3.22％
前年度
　　　　給与改定実施時期 R7.4

その他の
増 減 分

△ 3,534 人事異動に伴う減額

職　員
手当等

△ 3,416

制度改正に
伴う増減分

448
・地域手当の増加
・期末手当及び勤勉手当の
増額

地域手当:Ｒ7：7％ 　Ｒ8：8％
期末手当:支給割合の増加
　　　Ｒ7：2.5月 　Ｒ7：2.525
月
勤勉手当:支給割合の増加
　　　Ｒ7：2.1月 　Ｒ7：2.125
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３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の基準となる職務）

区分 一般行政職 備考

令和８年１月１日現在

平均給料月額（円） 347,198

平均給与月額（円） 285,300

平均年齢（歳） 45.6

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円） 333,667

平均給与月額（円） 397,922

平均年齢（歳） 44.5

区分 一般行政職（円）
国の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 200,300 200,300

大　学　卒 232,000 232,000

区分
一般行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和８年１月１日現在

７級

６級 1 20.0

５級 1 20.0

４級

３級 2 40.0

２級

１級 1 20.0

計 5 100.0

令和７年１月１日現在

７級 1 14.3

６級

５級 1 14.3

４級

３級 5 71.4

２級

１級

計 7 100.0

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

基準となる職務
定型的な

業務を行う
職務

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う

職務

主任の職務
係長又は

主査の職務

課長補佐、所
長補佐又は

室長補佐の職
務

会計管理者、
課長、局長、
館長、所長、

室長又は
主幹の職務

部長、次長又
は監の職務
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（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

（ ）内は、再任用職員の標準的な支給率

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）地域手当

（％）

（人）

（％）

（８）その他の手当

支 給 対 象 職 員 数 7

国の制度（支給率
等 ）

8

支 給 対 象 地 域 全域

支 給 率 8

区分 一般行政職

本
　
年
　
度

職　　 員 　　数（Ａ）（人） 6

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 3

号給数別内訳

 １号給（人）

 ２号給（人）

 ３号給（人）

 ４号給（人） 3

 ６号給（人）

 ８号給（人）

比　　率（Ｂ）／（Ａ）（％） 50.0

前
　
年
　
度

職　　 員 　　数（Ａ）（人） 5

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 3

号給数別内訳

 １号給（人）

 ２号給（人）

 ３号給（人） 1

 ４号給（人） 2

 ６号給（人）

 ８号給（人）

比　　率（Ｂ）／（Ａ）（％） 60.0

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計   職務上の段階，職務の

  級等による加算措置
備     考

６月（月分） １２月（月分） （月分）

本　年　度 2.325（1.225） 2.325（1.225） 4.65（2.45） 有

前　年　度 2.3（1.2） 2.3（1.2） 4.6（2.4） 有

２５年勤続
の者(月分)

３５年勤続
の者(月分)

最高限度
(月分)

その他の加算措置等

国の制度 2.325（1.225） 2.325（1.225） 4.65（2.45） 有

備     考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）

区　　分
２０年勤続
の者(月分)

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同

区　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

住　居　手　当 同
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１　固　定　資　産

 (1)　有形固定資産

　　イ  構　  築　　物　　 6,238,741

　　　  減価償却累計額 △ 820,470 5,418,271

　　　  有形固定資産合計 5,418,271

 (2)　無形固定資産

　　イ  施 設 利 用 権　　 750,325

　　　  無形固定資産合計 750,325

 (3)　投資その他の資産

　　イ  出資金 150

　 　　 投資その他の資産合計 150

　　　  固定資産合計 6,168,746

２　流　動　資　産

 (1)　現　金　預　金 245,745

 (2)　未　　収　　金 21,593

　　　貸 倒 引 当 金 △ 37 21,556

 (3)　未収消費税等 6,224

　　　　流動資産合計 273,525

　　　　資　産　合　計 6,442,271

（単位：千円）

令和８年度 大治町下水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

資　産　の　部
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３　固　定　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 3,550,794

　　ロ　その他の企業債 1,550

　　　　企業債合計 3,552,344

　　　　固定負債合計 3,552,344

４　流　動　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 155,049

　　ロ　その他の企業債 2,549

　　　　企業債合計 157,598

 (2)　未払金 78,827

 (3)　賞与引当金 4,297

　　　　流動負債合計 240,722

５　繰　延　収　益

 (1)　長期前受金

　　イ　受贈財産評価額　 88,616

　　 　 収益化累計額 △ 7,494 81,122

　　ロ　受益者負担金 94,888

　　 　 収益化累計額 △ 11,576 83,312

　　ハ　国庫補助金 2,005,934

　　 　 収益化累計額 △ 272,989 1,732,945

　　ニ　県費補助金 9,403

　　 　 収益化累計額 △ 1,389 8,014

　　ホ　一般会計負担金 95,043

　　 　 収益化累計額 △ 11,884 83,159

　　ヘ　一般会計補助金 741,067

　　 　 収益化累計額 △ 275,131 465,936

　　　　繰延収益合計 2,454,488

　　　　負　債　合　計 6,247,554

負　債　の　部
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６　資　本　金

 (1)　資　本　金 140,000

７　剰　余　金

 (1)　利 益 剰 余 金

　　イ　当年度未処分利益剰余金 54,717
　　　　利益剰余金合計 54,717

　　　　剰余金合計 54,717

　　　　資　本　合　計 194,717

　　　　負 債 資 本 合 計 6,442,271

資　本　の　部
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注記 

１．重要な会計方針 

（１）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      構築物        15～50 年 

   イ 無形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      施設利用権      45 年 

（２）引当金の計上方法 

   ア 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

   イ 退職給付引当金 

     職員の退職手当は、愛知県市町村職員退職手当組合の負担金を除き、一般会計がその全部を負担

することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

   ウ 賞与引当金 

     職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末

における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

   ア 消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のも

のも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、３，７０９，９４２千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

 下水道事業のみを運営しており、単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

４．その他 

（１）引当金の目的使用による取崩し 

   ア 貸倒引当金 

     令和８年度において、債権の不納欠損による損失を補填するために取り崩すことが見込まれる貸 

倒引当金の額は１９千円である。 

   イ 賞与引当金 

     令和８年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給、及び当該支給にかかる法定福利費を支 

出するために取崩すことが見込まれる賞与引当金の額は５，２９２千円である。 
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（単位：千円）

１ 営業収益

（１）　下水道収益 73,860

（２）　その他営業収益 14,599 88,459

２ 営業費用

（１）　管きょ維持費 21,562

（２）　総係費 63,097

（３）　流域下水道維持管理費負担金 70,402

（４）　減価償却費 155,924 310,985

営業損失 222,526

３ 営業外収益

（１）　他会計負担金 138,645

（２）　他会計補助金 66,083

（３）　長期前受金戻入 81,236

（４）　雑収益 2 285,966

４ 営業外費用

（１）　支払利息 43,988

（２）　その他雑支出 1,155 45,143 240,823

　 経常利益 18,297

当年度純利益 18,297

前年度繰越利益剰余金 19,689

当年度未処分利益剰余金 37,986

令和７年度大治町下水道事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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１　固　定　資　産

 (1)　有形固定資産

　　イ  構　  築　　物　　 6,082,523

　　　  減価償却累計額 △ 686,387 5,396,136

　　　  有形固定資産合計 5,396,136

 (2)　無形固定資産

　　イ  施 設 利 用 権　　 758,697

　　　  無形固定資産合計 758,697

 (3)　投資その他の資産

　　イ  出資金 150

　 　　 投資その他の資産合計 150

　　　  固定資産合計 6,154,983

２　流　動　資　産

 (1)　現　金　預　金 295,964

 (2)　未　　収　　金 20,476

　　　貸 倒 引 当 金 △ 43 20,433

 (3)　未収消費税等 15,276

　　　　流動資産合計 331,673

　　　　資　産　合　計 6,486,656

令和７年度 大治町下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

（単位：千円）

資　産　の　部
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３　固　定　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 3,583,945

　　ロ　その他の企業債 4,100

　　　　企業債合計 3,588,045

　　　　固定負債合計 3,588,045

４　流　動　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 138,825

　　ロ　その他の企業債 3,775

　　　　企業債合計 142,600

 (2)　未払金 125,252

 (3)　賞与引当金 5,292

　　　　流動負債合計 273,144

５　繰　延　収　益

 (1)　長期前受金

　　イ　受贈財産評価額　 88,616

　　 　 収益化累計額 △ 6,364 82,252

　　ロ　受益者負担金 90,767

　　 　 収益化累計額 △ 9,593 81,174

　　ハ　国庫補助金 1,963,870

　　 　 収益化累計額 △ 228,904 1,734,966

　　ニ　県費補助金 9,212

　　 　 収益化累計額 △ 1,191 8,021

　　ホ　一般会計負担金 80,190

　　 　 収益化累計額 △ 11,877 68,313

　　ヘ　一般会計補助金 712,862

　　 　 収益化累計額 △ 240,107 472,755

　　　　繰延収益合計 2,447,481

　　　　負　債　合　計 6,308,670

負　債　の　部
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６　資　本　金

 (1)　資　本　金 140,000

７　剰　余　金

 (1)　利 益 剰 余 金

　　イ　当年度未処理利益剰余金 37,986
　　　　利益剰余金合計 37,986

　　　　剰余金合計 37,986

　　　　資　本　合　計 177,986

　　　　負 債 資 本 合 計 6,486,656

資　本　の　部

-18-



注記 

１．重要な会計方針 

（１）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      構築物        15～50 年 

   イ 無形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      施設利用権      45 年 

（２）引当金の計上方法 

   ア 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

   イ 退職給付引当金 

     職員の退職手当は、愛知県市町村職員退職手当組合の負担金を除き、一般会計がその全部を負担

することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

   ウ 賞与引当金 

     職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末

における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

   ア 消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のも

のも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、３，７３０，６４５千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

 下水道事業のみを運営しており、単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

４．その他 

（１）引当金の目的使用による取崩し 

   ア 貸倒引当金 

     令和７年度において、債権の不納欠損による損失を補填するために取り崩すことが見込まれる貸 

倒引当金の額は１０千円である。 

   イ 賞与引当金 

     令和７年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給、及び当該支給にかかる法定福利費を支 

出するために取崩すことが見込まれる賞与引当金の額は８，０１５千円である。 
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大治町下水道事業会計予算実施計画明細書 



本年度 前年度

予定額 予定額

1 下水道事業収益 392,673 398,008 △ 5,335

1 営業収益 87,053 97,286 △ 10,233

1 下水道使用料 86,933 81,246 5,687

2 その他営業収益 120 16,040 △ 15,920

2 営業外収益 305,620 300,722 4,898

1 他会計負担金 147,897 138,555 9,342

2 他会計補助金 69,070 63,978 5,092

3 消費税及び 6,224 16,951 △ 10,727

地方消費税

還付金

4 長期前受金戻入 82,427 81,236 1,191

5 雑収益 2 2 0

比　較

令和８年度大治町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出
収　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

金　　　額

下水道使用料 86,933

手数料 120 指定工事店指定申請手数料

一般会計負担金 147,897 一般会計繰入金

一般会計補助金 69,070 一般会計繰入金

消費税及び 6,224

地方消費税

還付金

受贈財産評価額戻入 1,130

受益者負担金戻入 1,983

国庫補助金戻入 44,085

県費補助金戻入 198

他会計補助金戻入 12,318

22,706

他会計負担金戻入 7

延滞金 1

その他雑収益 1

節
説　　明

区　　　分

一般会計繰入金償
還元金分
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本年度 前年度

予定額 予定額

1 下水道事業費用 368,719 361,849 6,870

1 営業費用 319,477 317,861 1,616

1 管きょ維持費 7,813 23,716 △ 15,903

2 総係費 64,428 61,841 2,587

支　　　　　出

款 項 目 比　較
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（単位：千円）

金　　　額

委託料 6,613 下水道台帳修正業務委託料 5,577

水質調査業務委託料 369

下水道施設維持管理業務委託料 600

下水道処理委託料 67

工事請負費 1,200 下水道維持修繕工事

給料 23,155 一般職（6人）

手当等 12,336 管理職手当 714

扶養手当 468

住居手当 336

通勤手当 713

時間外勤務手当 740

休日勤務手当 6

期末手当 3,594

勤勉手当 2,939

地域手当 1,947

児童手当 150

期末手当（会計年度任用職員） 396

勤勉手当（会計年度任用職員） 333

賞与引当金繰入額 3,960

法定福利費 11,650 共済組合負担金 7,746

退職手当組合負担金 3,474

共済負担金（会計年度任用職員） 174

社会保険料（会計年度任用職員） 232

雇用保険料（会計年度任用職員） 24

報酬 1,914 事務員報酬（会計年度任用職員）

旅費 59 費用弁償（会計年度任用職員） 51

普通旅費 5

特別旅費 3

備消品費 101 消耗品費

委託料 2,217 アドバイザリー業務委託料

手数料 21 振替払込手数料 1

振込組戻手数料 6

振込手数料 14

節
説　　明

区　　　分
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本年度 前年度

予定額 予定額
款 項 目 比　較

3 流域下水道 86,451 76,380 10,071

維持管理費

負担金

4 減価償却費 160,785 155,924 4,861

2 営業外費用 49,242 43,988 5,254

1 支払利息 49,242 43,988 5,254
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（単位：千円）

金　　　額

節
説　　明

区　　　分

使用料及び賃借料 1,937 公営企業会計システム使用料 1,873

有料道路通行料等 3

インターネットバンキング利用料 61

修繕費 52

燃料費 1

通信運搬費 7 郵便料

負担金 6,972 日光川下流流域下水道推進協議会会費 33

日本下水道協会負担金 71

全国町村下水道推進協議会愛知県支部会費 24

下水道実務研修費負担金 28

下水道使用料徴収事務費負担金 5,496

日光川下流流域下水道広域化・共同化事業負担金 1,320

保険料 17 下水道賠償責任保険料

貸倒引当金繰入額 14

補助金 15 水洗便所改造資金利子補給金 15

流域下水道 86,451 日光川下流流域下水道維持管理費負担金 72,993

維持管理費 日光川下流流域下水道資本費負担金 13,458

負担金

構築物減価償却費 134,083

無形固定資産 26,702

減価償却費

企業債利息 49,242 財務省財政融資資金 41,548

地方公営企業等金融機構 6,194

簡易生命保険資金 632

市中銀行等 868
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本年度 前年度

予定額 予定額

1 資本的収入 219,684 420,455 △ 200,771

1 企業債 121,900 252,100 △ 130,200

1 企業債 121,900 252,100 △ 130,200

2 負担金 20,871 20,351 520

1 受益者負担金 4,533 4,653 △ 120

2 他会計負担金 16,338 15,698 640

3 国庫補助金 46,270 110,535 △ 64,265

1 国庫補助金 46,270 110,535 △ 64,265

4 県費補助金 210 700 △ 490

1 県費補助金 210 700 △ 490

5 他会計補助金 30,433 36,769 △ 6,336

1 一般会計補助金 30,433 36,769 △ 6,336

資本的収入及び支出
収　　　　　入

款 項 目 比　較
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（単位：千円）

金　　　額

企業債 121,900 公共下水道事業債 101,800

流域下水道事業債 20,100

受益者負担金 4,533

一般会計負担金 16,338 一般会計繰入金

国庫補助金 46,270 社会資本整備総合交付金

県費補助金 210

一般会計補助金 30,433 一般会計繰入金

節
説　　明

区　　　分

-27-



本年度 前年度

予定額 予定額

1 資本的支出 332,723 550,575 △ 217,852

1 建設改良費 190,121 420,712 △ 230,591

1 公共下水道 169,958 405,923 △ 235,965

事業費

2 流域下水道 20,163 14,789 5,374

建設負担金

2 企業債償還金 142,602 129,863 12,739

1 企業債償還金 142,602 129,863 12,739

支　 　出

款 項 目 比　較
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（単位：千円）

金　 　額

給料 2,865 一般職（1人）

手当等 1,400 住居手当 336

通勤手当 125

時間外勤務手当 185

休日勤務手当 4

期末手当 281

勤勉手当 239

地域手当 230

337

法定福利費 1,325 共済組合負担金 895

退職手当組合負担金 430

委託料 26,694 事業損失補償調査費 1,694

雨水対策マスタープラン策定業務委託料 25,000

修繕費 486

補償及び賠償金 13,001 物件移設補償費 13,000

事業損失補償費 1

工事請負費 123,850 公共下水道工事費

【内訳】

　管きょ整備工事 21,000

　舗装復旧工事 43,237

　改築工事 22,002

　取付管設置工事等 37,611

負担金 20,163 日光川下流流域下水道事業建設負担金

建設改良目的 138,826 財務省財政融資資金 103,634

企業債償還元金 地方公営企業等金融機構 29,738

簡易生命保険資金 3,372

市中銀行等 2,082

その他の企業債 3,776 市中銀行等 3,776

償還元金

説　　明
区　 　分

賞与引当金繰入額

節
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